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2016］。国内では与党エチオピア人民革命民主戦線（Ethiopian Peoples’ Revolutionary Democratic 
Front: EPRDF）に対抗できる政治勢力は見あたらず、現在の体制は当面のあいだ揺るぎないもの
に思われた。ところが 2015 年 11 月以降、オロミヤ州およびアムハラ州において、政府に不満を




































































2016 年 10 月の非常事態宣言に至った一連の抗議行動のきっかけとなったのは、オロミヤ州西
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シェワ県（West Shewa zone）にあるギンチ（Ginchi）という小さな町での出来事だとされる。2015































この騒乱に刺激された抗議行動の高まりを受け、政府は 10 月 9日、非常事態宣言の発令に追い
                                                        
1 ギンチにおける抗議行動については、異なる内容の報道や報告が見受けられ、その詳細は必ずしも明らかではな
い。本稿の記述はエチオピアの英字民間紙のひとつAddis Standardウェブ版の記事 “Oromo protests defiance amidst 
pain and suffering”  
（2017 年 7 月 6日閲覧, http://addisstandard.com/oromo-protests-defiance-amidst-pain-and-suffering/）による。 
2 “Ethiopia: Ethnic nationalism and the Gondar protests.” Aljazeera. 2017 年 7 月 7日閲覧,  
http://www.aljazeera.com/indepth/features/2017/01/ethiopia-ethnic-nationalism-gondar-protests-170102081805528.html.  
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民統合」を訴えて民族自治制の廃止を求めた「統一と民主主義のための同盟（Coalition for Unity 
and Democracy: CUD）」が下院 547 議席のうち 103 議席を獲得したものの、首都アジスアベバを除
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を追認するだけの場となっている。EPRDF は民族毎に組織された 4 政党すなわち、ティグライ人
民解放戦線（Tigrayan People’s Liberation Front: TPLF）、アムハラ民族民主運動（Amhara National 
Democratic Movement: ANDM）、オロモ人民民主機構（Oromo People’s Democratic Organization: 
OPDO）、南部エチオピア諸民族民主運動（Southern Ethiopian People’s Democratic Movement: SEPDM） 
の連合による与党というかたちを取っているのだが、政権の主導権を握るのは TPLF の幹部であ












に参加した支持者への裏切りと受け止められた。CUD は民衆の支持を失い、穏健派議員は 2010 年




                                                        
3 グンボット・サバットは、2005 年 5 月 15 日（エチオピア暦で 1997 年グンボット月 7 日）に実施された国政選
挙にちなんだ名称である。ブルハヌ・ナガをはじめ CUDの指導者や支持者にとってこの日は、与党の選挙不正
によってエチオピアの民主主義が蹂躙された日として記憶されている。 
4 サマヤウィ党は 2012 年に結成されたエチオピアの野党。同党の政治的立場については次の記事が参考になる。
“Ethiopia: Semayawi Party (Blue Party), including origin, mandate, leadership. Structure, legal status, and election 
participation; party membership; treatment of party members and supporters by authorities.” Refworld. 2017 年 7 月 12日
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になるとは誰が予想できただろうか。エチオピア国民の平均寿命は、1963 年に 40 歳台を達成し
てから 1997年に 50歳をこえるまで 34年を要した。だがそこから 2009 年に 60 歳台を達成するま
でには 12 年しかかからず、2014 年には 64 歳に達した。また乳幼児死亡率の低下も顕著で、最近
ではインドとほぼ同水準で推移するようになった。その背景にあるのは、農村における保健イン







2013 年、著名な医学誌ランセット（The Lancet）に掲載された論評は、低所得国における“good 
health at low cost”（限られた医療支出で国民の健康指標を改善すること）の実現に成功した事例と
してエチオピアを高く評価し、同国における保健政策の成功は、2012 年に逝去するまで首相を務
めたメレスと、2005～2012 年の間に保健大臣を勤めたテドロス・アダノム（Tedros Adhanom）の
リーダーシップによるところが大きいと述べている［Balabanova et al. 2013］。1965年生まれのテ
                                                        
閲覧, http://www.refworld.org/docid/54c9f8064.html.  
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ドロスは、EPRDF 政権中枢においては若い世代に属する。彼は 1980 年代に保健省職員を務めた
あと英国で公衆衛生と熱帯医学を学び、現政権のもとでティグライ州保健局長を経て連邦政府の
保健大臣に着任している。テドロスの業績に対する高い評価は、彼がエチオピアの外務大臣（2012































                                                        
5 EPRDF は、党機関誌 Addis Raey の特別号（2012 年 10 月刊行）に掲載された故メレス首相を追悼する記事で、
同首相のこの言葉を引用しつつ (p. 40)、食糧政策の成果を強調した。 
6 適切な抗 HIV 治療を受けている者では、血液中のウイルス量が極めて低いレベルに保たれるため、性的接触に
よる感染や母子感染を含め、ウイルスが他の者に感染するリスクが非常に小さくなる。 
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現代の HIV 介入において最も優先される取り組みである［西 2017］。エチオピア政府の推計によ
れば、同国では 2017 年時点で 72 万 2000 人（全人口の 0.7%にあたる数）の HIV 陽性者が生活し
ており、その数は 2021 年にかけて緩やかに増加してゆくことが見込まれる7。といっても同国で
は、新たに HIV に感染する者の減少傾向が続いている。つまり HIV 陽性者の増加は感染の拡大に
よるものというより、治療の普及によって HIV 陽性者の余命が伸びている要因が大きい。 
エチオピア政府が HIV/AIDS 予防管理事務所（HIV/AIDS Prevention and Control Office: HAPCO）
を設立し、本格的な HIV 対策に着手したのは 2002 年のことであった。以来、同国の HIV 介入は
急速な拡大を遂げ、抗 HIV 薬への平等（equitable）なアクセスを国民に保障しようとする体制が、






エチオピア政府が公的な抗 HIV 治療プログラムを導入したのは 2003 年 7 月のことであるが、
当初は治療薬は有償で月額 300～700 ブル（当時のレートでおよそ 36～85 米ドル）の費用が必要
であった。一人あたり GDP が 120 米ドル程度であった当時のエチオピアでこの金額を負担できた
者は限られており、2004年 6 月までに治療を開始した者は 1 万 1800 人に留まった。WHO と国連
合同エイズ計画（UNAIDS）が 2005 年末までに低中所得国の 300 万人に抗 HIV 治療を提供するイ
ニシアチブ（3 by 5 initiative）を立ち上げたことを受け、エチオピア政府は無償の治療プログラム
を導入し、より多くの国民に治療を提供することを目指した。無償治療を導入するにあたっては
「統合された手法のもと、無駄と取り組みの重複を避けて」供給することが目標とされた［HAPCO 
2006, 17］。2004 年には、連邦保健省および地方政府の保健局に加えて、WHO や UNAIDS、米国
疾病予防管理センター（CDC）など HIV 介入の専門知識を有する国際機関、そして後述する HIV
陽性者のネットワーク組織が参加する調整タスクフォースが設立された。 










                                                        
7 “HIV Epidemic Estimates 2017–2021, Ethiopia.” Federal HIV/AIDS Prevention and Control Office. 2017 年 7 月 17 日閲
覧, http://www.hapco.gov.et/index.php/epidemic-2017-ethiopia.  
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れている。現在のエチオピアにおいて、連邦保健省や HAPCO とともに抗 HIV 治療体制における
重要な意思決定機関のひとつとして見逃せないのが、グローバルファンドに提出する案件を形成
するための国別調整メカニズム（CCM）である。エチオピアの CCM には政府機関である連邦保
健省や、国際機関の WHO や英国国際開発省（DFID）等とともに、同国内の HIV 陽性者を代表す
る「エチオピア HIV 陽性者ネットワークのネットワーク（Network of Networks of HIV Positives in 
Ethiopia: NEP+）」が参画している。CCMの要請にもとづいてグローバルファンドが提供する資金
は、政府が無償治療プログラムを維持するための財源となるほか、一部は NEP+が受け取り、傘下
の HIV 陽性者団体の活動費用として配分されている。 
NEP+もまた、エチオピアの抗 HIV 治療体制における重要なアクターとして位置づけられる。同
国では 1990年代から、マクダム（Mekdim）協会やテスファ・ゴフ（Tesfa Goh）協会といった HIV
陽性者団体が個別に活動していたが、これら団体のリーダーたちが互いに交流を重ねる中で、2004



















である。彼らは民族自治の主体として抗 HIV 治療体制に参加しているのではなく、HIV 陽性者の
                                                        
8 HIV などの感染症対策の資金を中低所得国に提供するために設立された非政府組織であり、各国の政府や民間
財団、企業などから資金を調達している。 
9 NEP+のタダセ・アレム事務局長代理（当時）に対する 2015 年 8 月 21 日のインタビューにもとづく。 
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で、8 月 3 日に議会が非常事態宣言の終結を可決している。危機を収拾するための適切な判断力
さえ失ったとみなされれば、現政権への国民の信頼は、さらに消失することになるだろう。他方、
北米に拠点を置いて政権への抗議を続けるグンボット・サバット（本稿 3 節参照）はフェイスブ
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